
市町村における「家庭教育支援」「子育て支援」の取組 

に関する調査について 

 

１ 調査の目的 

  県内市町村が実施している“保護者を支援する取組”を、家庭教育支援事業、子育

て支援事業等いずれの位置づけかにかかわらず幅広く調査し実態を把握することに

より、社会教育としてできる家庭教育支援の検討に役立てる。 

２ 調査対象 

  県内各市町村の「家庭教育支援主管課」および「子育て支援主管課」（首長部局を

含む） 

 

３ 調査に係るスケジュールの目安 

９月中旬（第３週前後）調査票送付 

  10月中旬  調査回答〆切（回答期間１か月程度） 

  ～11月末  調査結果集計、取材先調整 

  12月頃   事例取材 

  １月頃   第５回審議会 

 

４ 事例取材について 

  県内市町村の取組に関する調査結果を見たうえで、県内の取組２事例ほどを選定し

事例取材を行う。 

 ・事例選定：会長、副会長、取材者、および事務局により選定する 

 ・取材時期：令和元年 12月頃 

 ・取材者：公募委員（青木委員、小野委員） １委員１事例 

 ※ 聴取内容は、あらかじめ取材者と事務局の間で調整する。 

※ 取材時、可能であれば、子育て当事者の声も聴取する。 

※ 取材には、事務局から１名随行予定 
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